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令和６年度名張市農業再生協議会水田収益力強化ビジョン 

 

１ 地域の作物作付の現状、地域が抱える課題 

名張市は、内陸盆地特有の気象条件にあり、昼夜の寒暖差が大きく、土壌条件にも恵ま

れており、良質米やぶどうの産地として名を馳せている。伊賀地域は県内でも有数の良質

米の産地であり、名張市においても耕地の半分以上で水稲作付けが行われている。このよ

うな中、「伊賀米」ブランドの維持・向上を目指す取組を進めつつ、農業振興においては、

水稲農家の高齢化による生産者の減少、それに伴う耕作放棄地の増加を防ぎ、農家の経営

安定及び生産基盤の維持を図る必要がある。 

また、水田作物の計画的生産においては、担い手や集落営農組合等において、麦やそば

を生産し、現状面積を維持しながら生産性の拡大等に取り組んでいるとともに、飼料用・

加工用等の新規需要米も取り入れながら、地域として最適な農地利用を図っている。 

現在、農業者の高齢化や担い手不足、荒廃農地の増加、鳥獣害の拡大等の課題が深刻化

しているため、担い手の確保や育成、農地の集約化、収益力の向上等を図る必要がある。 

 

２ 高収益作物の導入や転作作物等の付加価値の向上等による収益力強化に 

向けた産地としての取組方針・目標 

野菜については、条件の良い平坦な農地が少ないこともあり、名張市では少量多品目を

生産する小さい農業を推奨し、JA による生産指導や販売体制の機能強化等、特産物のブ

ランド化による収益力強化に取り組んでいる。例えば、美旗メロンは平成２５年に地域団

体商標の登録もされ、地域のブランドとして邁進している。イチゴはいちご狩り等直接販

売により、更なる産地化を目指している。果樹では県下有数のぶどうの産地であり、近年

は種無しで高級品種であるシャインマスカットの特産品化を進めている。 

そのような中、ブランド化できるような新たな高収益作物として「隠（なばり）やさ

い」の確立を目指しており、将来的に水田での作付けを推進し、水田収益力強化につなげ

たい。 

また、旬の時期には、直売所等への出荷は他の農業者と出荷品目が重なるため、ハウス

栽培や有機栽培、加工等、他の出荷者との差別化を図ることにより、農家所得の向上に努

める必要がある。新たな付加価値を見出すことや、「作ったものを売る」のではなく「売

れるものを作る」という意識改革を推進し、収益力を強化していく。 

 

３ 畑地化を含めた水田の有効活用に向けた産地としての取組方針・目標  

高収益作物等に転作している水田では、数年間水張りを組み入れない作付体系での畑作

物を生産している状況があり、実質「畑地化」している水田も多く見られるが、将来的に

水稲作に活用されるかどうかというところまでは把握できていない。将来的な水田活用方

法の調査や畑地化支援の周知等、重点支援期間中の実施を検討する。 

また、産地として伊賀米ブランドを守りながら農業者の収益力を向上するため、畑地化

を支援しつつも推し進めるのではなく、加工用米や飼料用米等の新規需要米生産による水

田の有効活用を引き続き推進する。 

 



 

４ 作物ごとの取組方針等  

（１）主食用米 

    農業者、関係団体、行政が一体となって、品質の維持向上等に取り組み、需要 

に応じた売れる良質米作りを推進し、伊賀米の主産地としての地位を確立する。 

 

（２）非主食用米 

    今後、水田活用米穀から主食用米への回帰が懸念される中、当市における耕作地   

は基幹作物として米作りが最適であり、外食・中食用米の需要の増加等、米の需要 

に応じた生産と水田の活用を推進するため、水田活用米穀（飼料用米、米粉用米、              

加工用米、新市場開拓用米）の生産の維持・拡大を図る。また、多収品種の導入や 

耐倒伏性に優れる主食用米品種を用いた多収栽培により生産性の向上を図る。 

 さらに、第３次名張市農業マスタープランにおいても施策として位置づけている  

担い手への農地の集約化の推進と、作付面積の拡大を推進することにより、生産コ 

スト削減、労働時間の縮減等を通じた生産性（収益力）の向上を図る。 

 

ア 飼料用米 

伊賀地域は伊賀牛の産地であり、ブランド力の更なる強化及び収益力の強化を図

るため、畜産農家と耕種農家間での資源循環を図る耕畜連携を目指している。 

令和５年度においては、飼料用米は非主食用米の中で作付面積が最も多く、今後

も安定した供給や畜産及び耕種農家双方の経営安定化を見据え、引き続き推進す

る。 

 

イ 米粉用米 

国内外で米粉の需要が拡大している中、管内では米粉用米の作付けが普及してい

ない。主食用水稲からの転換作物の一つとして確立するよう推進する。 

 

ウ 新市場開拓用米 

主食用米需要量が減少する中、食料自給率の向上や農業者所得向上を図るため、

麦、大豆等を推進しているが、管内には麦・大豆の不適地もあり、新規需要米の取

組を推進する必要がある。中でも、国内における主食用米の需要が減少しているな

か、新市場を開拓する必要があり、新市場開拓用米への取組について検討を進め

る。 

 

エ WCS用稲 

  伊賀地域は伊賀牛の産地であり、ブランド力の更なる強化及び収益力の強化を図

るため、畜産農家と耕種農家間での資源循環を図る耕畜連携を目指している。 

  WCS用稲は耕畜連携において有効な取り組みであるが、専用収穫機等の機械整備

が必要であることなどから管内では現在取組がわずかな状況である。今後、取組拡

大の実現性について検討を進める。 

 

オ 加工用米 

加工用米は需要が安定しており、管内においても非主食用米では作付面積が多

く、今後も面積拡大及び需要に応じた供給に向けた取組を進める。 

 



 

（３）麦、大豆、飼料作物 

当市においては、小麦の取組面積は僅かであるため、作付面積の拡大を推進し、

明渠・暗渠の施工による排水対策、排水対策用機械及び堆肥散布機を使用した栽培

体系の整備を行うことで単収向上に取り組む。また、深耕による排水対策、堆肥施

用による土壌改良または鶏糞を活用した高度な施肥管理により、さらなる単収向上

を目指す。 

豆腐や納豆等の原料として需要が高い大豆については、市内では取組がわずかな

状況であるため、支援を継続することで今後の取組拡大を目指す。 

また、伊賀地域は、「伊賀牛」「伊賀米」の産地であり、飼料作物等の生産ほ場の

稲わらを利用する取組を推進する。水田活用米穀（飼料用米、米粉用米、加工用

米）の稲わら利用と堆肥散布の取組により資源循環型農業を推進し、「伊賀牛」「伊

賀米」のさらなるブランド化や収益力の向上を図り、耕畜連携を目指す。 

 

（４）そば、なたね 

名張市では、営農組合を組織しそばの生産に取り組んでいる。さらなる生産の拡

大や農地の利用率を高めるため、基幹作はもとより、二毛作としてのそば・なたね

（油糧用）を生産する取組を合わせて支援する。 

 

（５）地力増進作物 

農業生産の持続的な維持向上に向けては「土づくり」が重要である。地力増進作

物による土づくりは、減肥、有用生物の活性化に役立つとともに、雑草や有害線虫

の抑制に効果的であること、さらに、温室効果ガスの排出削減にもつながることか

ら、地力増進作物の作付を推進する。 

 

（６）高収益作物 

メロンについては、美旗メロンが地域団体商標として登録されており、地元の菓

子店と連携して高品質な美旗メロンを使った加工スイーツに取り組む等、ニーズの

高い産品の産地化を図っている。地域でブランド化に取り組んでいるトマト、ネギ

についてはＧＡＰの取組、イチゴについては、イチゴ狩りなどの直接販売を通して

産地化を図る。また、その他、野菜・果樹・花卉・花木等の振興を図り、地元の産

直市等への出荷により、地産地消の推進を実施するとともに、加工・業務用野菜の

推進、現行の作付面積を拡大していくこととする。 



別紙

５　作物ごとの作付予定面積等
（単位：ha）

うち
二毛作

うち
二毛作

うち
二毛作

581.1 575.7 572.0

2.1 0.0 0.0

14.5 14.6 19.3

2.7 0.0 4.4

0.0 0.0 14.6

8.1 8.7 4.2

7.5 15.3 4.4

3.7 4.9 6.4

0.6 0.6 3.1

1.8 2.0 2.0

・子実用とうもろこし 0.0 0.0 0.0

0.8 1.8 0.9 2.1 1.1

0.0 0.06 0.03 0.08 0.04

0.0 0.0 0.4

25.1 0.9 26.9 0.8 28.4 1.0

・野菜 23.3 0.6 23.7 25.3

・花き・花木 0.5 0.5 0.7

・果樹 0.2 0.4 0.4

・その他の高収益作物 1.1 0.3 2.3 0.8 2.0 1.0

0.0 0.0 0.0

麦

作物等
前年度作付面積等

当年度の
作付予定面積等

令和８年度の
作付目標面積等

主食用米

備蓄米

飼料用米

米粉用米

新市場開拓用米

WCS用稲

加工用米

畑地化

大豆

飼料作物

そば

なたね

地力増進作物

高収益作物



６　課題解決に向けた取組及び目標

前年度（実績） 目標値

1 野菜 水田野菜づくり助成
野菜の作付面積（a）
（交付対象面積）

（2023年度）1,766a （2026年度）2,531a

果樹の作付面積（a）
（交付対象面積）

（2023年度）    7a （2026年度）   21a

花卉、花木の作付面積
（a）

（交付対象面積）
（2023年度）   54a （2026年度）   72a

その他（キノコ類、雑
穀等）の作付面積（a）

（交付対象面積）
（2023年度）   66a （2026年度）  110a

果樹の作付面積（a）
（交付対象面積）

（2023年度）   13a （2026年度）   24a

花木の作付面積（a）
（交付対象面積）

（2023年度）    0a （2026年度）    1a

トマトのＧＡＰ実施面
積（a）

（交付対象面積）
（2023年度）  198a （2026年度）  264a

ネギのＧＡＰ実施面積
（a）

（交付対象面積）
（2023年度）  145a （2026年度）  193a

メロンの作付面積（a）
（交付対象面積）

（2023年度）   72a （2026年度）   96a

イチゴの作付面積（a）
（交付対象面積）

（2023年度）  119a （2026年度）  158a

担い手の飼料用米
作付面積（a）

（2023年度）1,451a （2026年度）1,931a

耐倒伏性品種
作付面積（a）

（支払対象面積）
（2023年度）  704a （2026年度）  937a

多収品種
作付面積（a）

（支払対象面積）
（2023年度）  746a （2026年度） 1,779a

飼料用米
単収（kg/10a）

（2023年度）508kg/10a （2026年度）508kg/10a

担い手の米粉用米
作付面積（a）

（2023年度）  272a （2026年度）  362a

耐倒伏性品種
作付面積（a）

（支払対象面積）
（2023年度） 0a （2026年度）   44a

多収品種
作付面積（a）

（支払対象面積）
（2023年度）  272a （2026年度）  362a

米粉用米
単収（kg/10a）

（2023年度）508kg/10a （2026年度）508kg/10a

担い手の加工用米、
新市場開拓用米
作付面積（a）

（2023年度）  744a （2026年度）1,851a

耐倒伏性品種
作付面積（a）

（支払対象面積）
（2023年度）  744a （2026年度）1,851a

多収品種
作付面積（a）

（支払対象面積）
（2023年度） 0a （2026年度）   44a

加工用米、新市場開拓
用米

単収（10kg/10a）
（2023年度）508kg/10a （2026年度）508kg/10a

小麦の作付面積（a） （2022年度）  240a （2026年度）  436a

小麦の単収（kg/10a） （2023年度）0kg/10a （2026年度）293kg/10a

そば（二毛作）の作付
面積（a）

（交付対象面積）
（2023年度） 0a （2026年度）  106a

なたね（二毛作）の作
付面積（a）

（交付対象面積）
（2023年度） 0a （2026年度）    4a

飼料用米作付面積（a) (2023年度） 1,451a (2026年度） 1,931a

稲わらを飼料として利
用した飼料用米生産ほ

場の面積（a）
（交付対象面積）

（2023年度）  746a （2026年度）  993a

米粉用米5−2
米粉用米多収品種等導

入加算

整理
番号

対象作物 使途名

4

飼料用米多収品種等導
入加算

飼料用米5−1

3

2−2

2−1

目標

トマト・ネギ 地域振興作物助成Ⅰ

地域振興作物助成Ⅱメロン・イチゴ

果樹、花卉、花木、その他（キノ
コ類、雑穀等）

果樹、花卉、花木、そ
の他（キノコ類、雑穀

等）助成

果樹、花木
果樹、花木（新植後２

～３年目）助成

6

7

加工用米
新市場開拓用米

加工用米、新市場開拓
用米多収品種等導入加

算
5−3

小麦（基幹作物）
戦略作物（小麦）

増産加算

そば、なたね
（二毛作分）

そば、なたね拡大
（二毛作分）

8 飼料用米の稲わら利用 耕畜連携助成１



飼料作物等作付面積
（a)

(2023年度)  3,474a (2026年度） 4,624a

堆肥利用した飼料作物
等生産ほ場の面積（a）

（交付対象面積）
（2023年度）1,851a （2026年度）3,419a

10 加工・業務用野菜（基幹作物）
加工・業務用野菜加算

助成

加工・業務用野菜の作
付面積（a）

（交付対象面積）
（2023年度）  436a （2026年度）  580a

11
小麦・大豆・そば（基幹作物）

跡野菜、その他
小麦・大豆・そば跡野

菜等助成

小麦・大豆・そば跡野
菜の作付面積（a）
（交付対象面積）

（2023年度）  107a （2026年度）  180a

そば（基幹作）の作付
面積（a）

（交付対象面積）
なたね（基幹作）の作

付面積（a）
（交付対象面積）

（2023年度） 0a （2026年度）    4a

13
新市場開拓用米
（基幹のみ）

新市場開拓用米の取組
助成

新市場開拓用米取組面
積（a）

（2023年度） 0a （2026年度）  146a

新市場開拓用米の契約
数量
（kg）

（2023年度）   0kg （2026年度）7,467kg

新市場開拓用米の単収
（kg/10a）

（2023年度）0kg/10a （2026年度）508kg/10a

15 地力増進作物（基幹のみ） 地力増進作物助成
地力増進作物取組面積

（a）
（2023年度） 0a （2026年度）   44a

※　必要に応じて、面積に加え、取組によって得られるコスト低減効果等についても目標設定してください。
※　目標期間は３年以内としてください。

稲わら利用（飼料用米・米粉用
米・加工用米）かつ資源循環、飼

料作物・WCS用稲の資源循環
耕畜連携助成２

14
新市場開拓用米

（３年以上の新規契約）
新市場開拓用米の
複数年契約の助成

12

（2023年度）   80a （2026年度）  106a

そば・なたね
そば・なたねの

取組助成

9



７　産地交付金の活用方法の概要

1 水田野菜づくり助成 1 7,000 野菜 指定の品目を出荷・販売されていること

2−1
果樹、花卉、花木、

その他（キノコ類、雑穀等）助成
1 4,000 果樹、花卉、花木、その他（キノコ類、雑穀等） 指定の品目を出荷・販売目的で生産していること（果樹、花木は新植に限るため、出荷販売を要件としない）

2−2 果樹、花木（新植後2～3年目）助成 1 3,000 果樹、花木 指定の果樹、花木で新植後３年目までの未収穫期に限るため出荷・販売を要件としない。

3 地域振興作物助成Ⅰ 1 8,000 トマト、ネギ トマト・ネギの生産でGAPに取り組むこと

4 地域振興作物助成Ⅱ 1 8,000 メロン、イチゴ
メロンは、美旗メロンとして販売すること。
イチゴは、観光農園での直売所等において直売に取り組むこと。

5−１ 飼料用米多収品種等導入加算 1 300円/30kg 飼料用米 耐倒伏性品種等の指定された品種で栽培されていること。

5−2 米粉用米多収品種等導入加算 1 300円/30kg 米粉用米 耐倒伏性品種等の指定された品種で栽培されていること。

5−3 加工用米、新市場開拓用米多収品種等導入加算 1 300円/30kg 加工用米、新市場開拓用米 耐倒伏性品種等の指定された品種で栽培されていること。

6 戦略作物（小麦）増産加算 1 3,000 小麦（基幹作物） 牛糞堆肥２t/10aまたは豚糞堆肥0.5t/10a以上施用するなど、指定された技術の導入

7 そば・なたね拡大（二毛作分） 2 3,000 そば・なたね（二毛作） 実需者へ販売することあるいは自家加工して販売すること

8 耕畜連携助成1 3 7,000 飼料用米の稲わら利用 飼料用米生産ほ場の稲わらを飼料として利用し生産性の向上を図る取組など

9 耕畜連携助成2 3 8,000
稲わら利用（飼料用米・米粉用米・加工用米）かつ資源循環、飼料作物・WCS

用稲の資源循環
稲わら又は飼料作物、WCS用稲を給与した家畜の堆肥を当該水田で利用し生産性の向上を図る取組など

10 加工・業務用野菜加算助成 1 1,000 加工・業務用野菜（基幹作物） 加工・業務用野菜として指定の相手方に出荷・販売することなど

11 小麦・大豆・そば跡野菜等助成 2 2,000 小麦・大豆・そば（基幹作物）跡野菜、その他 基幹作物、跡作物共に出荷、販売されていることなど

12 そば・なたねの取組助成 1 20,000 そば・なたね 需要者へ販売すること又は自家加工して販売すること

13 新市場開拓用米の取組助成 1 20,000 新市場開拓用米（基幹のみ） 新規需要米の取組計画認定を受けていること

14 新市場開拓用米の複数年契約の助成 1 10,000 新市場開拓用米（３年以上の新規契約） 新市場開拓用米の取組計画の認定を受けること等

15 地力増進作物助成 1 20,000
地力増進作物（基幹のみ：エンバク、ソルガム、ヒマワリ、ギニアグラス、クロタ

ラリア、マリーゴールド）
すき込みを行うこと、次作に高収益作物を作付すること

都道府県：三重県

協議会名：名張市農業再生協議会

対象作物
※３

取組要件等
※４

整
理
番
号

使途
※１

作
期
等
※２

単価
（円/10a）

※１　二毛作及び耕畜連携を対象とする使途は、他の設定と分けて記入し、二毛作の場合は使途の名称に「○○○（二毛作）」、耕畜連携の場合は使途の名称に「○○○（耕畜連携）」と記入してください。
　　　ただし、二毛作及び耕畜連携の支援の範囲は任意に設定することができるものとします。
　　　　なお、耕畜連携で二毛作も対象とする場合は、他の設定と分けて記入し、使途の名称に「○○○（耕畜連携・二毛作）」と記入してください。
※２　「作期等」は、基幹作を対象とする使途は「１」、二毛作を対象とする使途は「２」、耕畜連携で基幹作を対象とする使途は「３」、耕畜連携で二毛作を対象とする使途は「４」と記入してください。
※３　産地交付金の活用方法の明細（個票）の対象作物を記載して下さい。対象作物が複数ある場合には別紙を付すことも可能です。
※４　産地交付金の活用方法の明細（個票）の具体的要件のうち取組要件等を記載してください。取組要件が複数ある場合には、代表的な取組のみの記載でも構いません。



  

令和６年度産地交付金対象品目等リスト 

 

○整理番号 1 水田野菜づくり助成(助成単価 7,000円/10ａ)、整理番号 10 加工・業務用野菜加算助成(助成単価 1,000円/10ａ) 

整理番号 11 小麦・大豆・そば跡野菜等助成(助成単価 2,000円/10ａ)の対象品目  

野菜 

アスパラガス、イガムラサキ、イセイモ、イチゴ、インゲン、ウリ、エゴマ（葉）、エダマメ、エンドウ、オクラ、カブ、

カボチャ、カリフラワー、さつまいも、キヌサヤ、キャベツ、キュウリ、クレソン、クワイ、ケール、小松菜、コモチカ

ンラン、ゴボウ、サトイモ、シソ、ジャガイモ、シュンギク、食用菊、ショウガ、ジネンジョ、スイカ、ズイキ、セリ、セ

ロリ、ダイコン、タカナ、タネ菜、タマネギ、チシャ、チンゲンサイ、漬け菜類、トウガラシ、トマト、トウモロコシ、ナ

ガイモ、ナス、菜っ葉、ナバナ、ニラ、ニンジン、ニンニク、ネギ、ハクサイ、畑ワサビ、パセリ、ヒノナ、ピーマン、

フキ、ブロッコリー、ホウレンソウ、ソラマメ、ミズナ、ミツバ、ミヨウガ、メロン、モロヘイヤ、レタス、レンコン、冬

瓜、青パパイヤ、ヤーコン、空芯菜、つるむらさき、キクイモ、赤タデ、その他直売所等に販売する品目 

その他 ゴマ 

 

○整理番号 2-1  果樹、花卉、花木、その他（キノコ類、雑穀等）助成(助成単価 4,000円/10ａ)の対象品目、 

整理番号 2-2  果樹、花木（新植後 2～3年目）助成(助成単価 3,000円/10ａ)の対象品目 

果樹 

イチジク、オウトウ、料理（香酸）カンキツ、ギンナン、クワ、ミカン、レモン、サクランボ、ヤマモモ、ブラックベリ

ー、スモモ、アケビ、パパイヤ、ユズ、モモ、スモモ、ウメ、カキ、キウイフルーツ、クリ、ナシ、ビワ、ブドウ・ヤマ

ブドウ、ブルーベリー、ラズベリー、リンゴ、アテモヤ、ポポー、アロニア、果樹苗 

花卉 

アガパンサス（ムラサキクンシラン）、アスター、アスパラ（切葉用）、イキシア、オオツムギ、オーニソガラム、ガ

ーベラ、カーネション、カラー、キク類、キンギョソウ、グラジオラス、サンゴミズキ、シクラメン、シャクヤク、スイ

ートピー、ストック、スターチス、セントポーリア、ダリア、ツルムラサキ、トルコギキョウ、ハナショウブ、ランタナ、

ジュランタ、カンパニュラ、アジサイ、ハナモモ、葉牡丹、バラ、ププレウム、フリージア、ホオズキ、ラン類、綿、

切花用母樹、花苗（パンジー等）、観葉植物（ヘデラ等）、鉢花（ゼラニウム等）、その他直売所等に販売する品

目 

花木 

アジサイ、アベリア、イチョウ、カエデ、カシ、カナメ、カリン、キャラボク、クス、グランドカバー（ヒメイワダレソ

ウ）、ケヤキ、サクラ、サカキ、サツキ、サンゴミズキ、シキミ（シキビ）、シャクナゲ、スギ、セスバニア、ツゲ、ツ

ツジ、ツバキ、ナンテン、ハナミズキ、ヒノキ、マキ、マツ、サザンカ、モクセイ、モクレン、モッコク、モミジ、ヤマ

モモ、リュウノヒゲ（タマリュウ）、コニファー、低木（常緑・落葉）、中高木（常緑・落葉） 

その他 コンニャク、ゴマ、しいたけ、マコモタケ 

 

○整理番号 5－1～3飼料用米、米粉用米、加工用米・新市場開拓用米多収品種等導入加算 

(助成単価 300円/30㎏)の対象品種 

多収品種等 

＜多収品種＞夢あおば、モミロマン、あきだわら、北陸 193号、クサホナミ 

＜耐倒伏性品種＞みえのゆめ、どんとこい、キヌヒカリ、ヤマヒカリ 

※その他、「国立研究開発法人 農業・食品産業技術総合研究機構 次世代作物開発研究センター イネ品種

データベース検索システム」及び各県が発行する「主要農作物奨励品種特性表」等によって、耐倒伏性が強

いことが確認できる品種とする。 

 


